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第第三三節節  書書類類謄謄本本のの請請求求  

 

何人も、特許庁長官に対して、提出した書類等の謄本の請求をすることができます（特186(1)、

実55(1)、意63(1)、商72(1)）。 

ただし、次のいずれかに該当する場合は、出願人及びその代理人又は利害関係人を除き、請求を

することはできません（特186(1)ただし書、実55(1)、意63(1)ただし書、商72(1)ただし書）。 

 

① 出願公開又は設定登録されていない出願（商標に関する書類は除く。） 

② 無効審判等又は判定に係る書類であって、当事者又は参加人の保有する営業秘密が記載さ

れた旨の申出があったもの 

③ 個人の名誉又は生活の平穏を害するおそれがあるもの 

④ 公の秩序又は善良の風俗を害するおそれがあるもの 

⑤ 秘密意匠（意匠法第14条第１項による秘密にすることを請求した意匠）に関する書類 

 

（注）最終処分確定後、権利期間及び保存期間を経過して書類（包袋等）が廃棄処分となった

ものは請求できません。 

 

 また、特許出願に係る明細書等に、公にすることにより外部から行われる行為によって国家及び国民

の安全を損なう事態を生ずるおそれが大きい発明が記載されているか否かにかかわらず、特許庁長官が

経済安全保障推進法第 66 条第１項本文若しくは第２項の規定による送付をする場合に該当しないと判

断するまでの間又は同法第 67 条で規定する内閣総理大臣による保全審査により、当該発明に係る情報

の保全をすることが適当と認められるかどうかについての判断がなされるまでの間は、当該特許出願に

係る書類謄本について、発行制限します。 
 なお、経済安全保障推進法が根拠の書類は「書類の謄本の請求」に準じて請求が可能です。 
 

謄本が必要となる場合については、以下のようなことが考えられます。 

① 訴訟事件の証拠書類として必要な場合 

② 契約締結の資料として用いる場合 

③ 官公署へ提出する申請書の添付書類として用いる場合 

 

書書類類のの謄謄本本のの請請求求  

① 請求の方法 

書面又はオンラインシステム（「特殊申請」タブ）の使用の提出により書類の謄本の請求

を行います。 

② 請求の手続 

（ⅰ）書面の提出により請求を行う場合 

   「書類謄本の請求書」（文例19）に請求人の住所又は居所、氏名又は名称（法人にあ

っては請求人の氏名又は名称の後に「代表者」の項目を設け代表者の氏名を記載しま
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す）、電話番号、担当者及び請求の年月日を記載します。請求に係る出願番号及び書

類名等必要とする対象物の謄本が特定できるように記載します。 

手数料については「特許印紙」の場合には特許印紙を貼付（「（円）」の横のスペー

スに貼付します）し、「現金納付」の場合には納付済証（特許庁提出用）を添付しま

す。請求書を直接証明窓口に提出する場合には「クレジットカード決済」もできま

す。 

 

（ⅱ）オンラインシステム（「特殊申請」タブ）を使用して請求を行う場合 

   「書類謄本の請求書」（文例19-2）に請求人の住所又は居所、氏名又は名称（法人に

あっては請求人の氏名又は名称の後に「代表者」の項目を設け代表者の氏名を記載し

ます）、電話番号、担当者及び請求の年月日を記載します。請求に係る出願番号及び

書類名等必要とする対象物の謄本が特定できるように記載します。 

「【手数料の表示】」の欄には、「予納」による場合には「【手数料の表示】」の

欄に【予納台帳番号】及び【納付金額】を、「口座振替」による場合には同欄に【振

替番号】及び【納付金額】を、「クレジットカード決済」による場合には同欄に【指

定立替納付】及び【納付金額】を、「電子現金納付」による場合には同欄に【納付番

号】を記録します。 

③ 代理権を証明する書面 

出願公開又は設定登録されていない出願（商標については除く。）について、本人又は当

該事件の代理人以外の者が書類謄本の請求を行うときは、代理権を証明する書面を添付しま

す。その際、包括委任状を援用することはできません（特例規則第６条及び特施規第９条の

３）。 
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【文例19】 

 

 

書 類 謄 本 の 請 求 書 

 

令和  年  月  日  

 

特許庁長官    殿 

 

請 求 人  

郵便番号 

住所又は居所 

氏名又は名称 

代表者 

電話番号 

担当者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の書類謄本を請求します。 

 

   交付方法 

                                         

 

（    円） 
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【文例19-2】 

 

 

書 類 謄 本 の 請 求 書 

 

令和  年  月  日  

 

特許庁長官    殿 

 

請 求 人  

郵便番号 

住所又は居所 

氏名又は名称 

代表者 

電話番号 

担当者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の書類謄本を請求します。 

 

   交付方法 

 

手数料の表示 

     予納台帳番号 

     納付金額 

 

 

 

 

 

― 604 ―




